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コンクリート舗装はアスファルト舗装に比べ耐久性に優れ長寿命化によるライフサイクルコストの縮減が

期待できることから、多治見砂防国道事務所では初となるコンクリート舗装による舗装修繕工事を試行し

た。コンクリート舗装は養生期間が必要であり終日の車線規制が避けられない。施工前に車線規制時の渋滞

発生を予測し、通過交通の主要目的地や利用動向を把握した。検討結果を基に広報計画を作成し工事一ヶ月

前から横断幕の設置、自治体広報誌への掲載や沿線住民等へチラシを配布した。さらに施工期間中は渋滞状

況や施工進捗等を SNS で情報発信する等多様な手段で周知したことにより道路利用者のご理解を得られた結

果として行政相談も少なかった。 
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1. はじめに 

近年、舗装をはじめ道路施設の老朽化に伴う維持

管理費の増大が課題となっており、長寿命化による

コスト縮減が求められている。このような背景のも

とに、本工事では長寿命化を図るために耐久性に優

れるコンクリート舗装を採用した舗装修繕を実施し

た。 

一方、コンクリート舗装は養生期間を必要とする

ためアスファルト舗装に比べ長期間の車線規制が必

要となり、交通への影響が大きい。国道 19 号におい

て実施された当該工事を対象に、交通影響の事前検

討および広報施策の取り組みとその成果について報

告する。 

 

2. コンクリート舗装の採用 

コンクリート舗装が採用された主な理由は、耐久

性に優れる特性を活かし、ライフサイクルコストの

低減および維持管理費の縮減を図るためである。特

に、従来のアスファルト舗装は補修頻度が高く、維

持管理費の増大が課題となっている。 

コンクリート舗装の選定にあたっては、沿道店舗

等の利用状況、縦断勾配、埋設物の影響等の現地条

件を踏まえた検討を行い、対象区間の抽出を実施し

た。その上で図-1 に示す区間へのコンクリート舗装

の適用が妥当であると判断した。また、当該区間は

舗装点検において損傷の進行が確認されており、更

新時期にあると判断された。このような状況を踏ま

え、従来のアスファルト舗装による表層部等の部分

的な補修(切削オーバーレイ)ではなく、耐久性に優

れるコンクリート舗装へ更新することで、将来的な

補修頻度の低減および維持管理費の縮減を図ること

とし、事務所として初めて実施したものである。 

(図-1、図-2) 

図-1 コンクリート舗装区間 



 

図-2 コンクリート舗装標準横断図 

 

3. 交通影響の事前検討 

交通影響については、施工前に交通量の実測デー

タおよび推計データを用いた多面的な検討が行われ

た。 

はじめに、平日昼間（9 時～17 時）における車線

規制の影響については、当該区間における過去の維

持修繕工事における交通規制の実績から、1 車線規

制を実施した場合においても渋滞が発生しないこと

を把握していた。 

一方で、平日の上記以外の時間帯や休日について

は実績がなく、交通影響を把握できていなかったた

め、R3 センサス交通量トラカンデータを用いた渋滞

長の推計を実施した。その結果、平日の 6 時から 8

時にかけて最大約 2.9km の渋滞が発生する可能性が

示された。(表-1) 

さらに、平日の 6 時から 8 時の渋滞が発生する時

間帯について、ETC2.0 プローブデータを用いた通過

交通分析により、交通の発着特性が明らかとなった。

多治見市、土岐市、瑞浪市など東濃地域から春日井

市、名古屋市、小牧市といった名古屋都市圏への移

動が多いことが確認された。(表-2、表-3、表-4、表

-5) 

以上の結果から、当該区間の交通は主に通勤および

物流目的の交通が集中する特性を有していることが

明らかとなった。このため、平日朝の通勤時間帯に

渋滞が発生する可能性が高いと予測された。 

 

表-1 渋滞長の推計(R3 センサス交通量) 

 

表-2 発地分析(小型)(ETC2.0 プローブデータ) 

  

表-3 着地分析(小型) (ETC2.0 プローブデータ) 

 

 

 



表-4 発地分析(大型) (ETC2.0 プローブデータ) 

 

表-5 着地分析(大型) (ETC2.0 プローブデータ) 

 

 

4. 広報計画の策定 

本工事では、交通への影響が周辺地域に及ぶこと

を踏まえ、計画的かつ段階的な広報計画を策定する

必要がある。広報計画の手法としては、工事開始の

1 か月前から広報を開始し、複数媒体を組み合わせ

た多層的な情報提供を行うこととされた。 

特に、交通量推計により把握された主要な発着地

域（東濃地域～名古屋都市圏）に対して重点的な周

知を行う点が特徴である。また、工業団地や商業施

設など交通需要の大きい施設への直接周知も計画し

た。 

このように、単なる一般周知にとどまらず、交通

特性に基づくターゲット型の広報計画が策定された

点は、本事例の特徴的な取り組みである。 

5. 周知・広報の実施内容 

広報は、事前周知と施工中の情報発信に大別され

る。 

 事前周知としては、横断幕や予告看板の設置、道

路情報板による情報提供、記者発表、ホームページ

掲載、SNS（X）、地域ラジオ局による放送、日本道

路交通情報センターからの発信など、多様な媒体を

活用した。約 800 部のチラシを自治体、沿道住民、

工業団地、商業施設等に配布し、直接的な周知も行

った。 

さらに、朝夕の通勤時間帯に道路を利用する車両

に対して、本工事が単日の規制ではなく継続的に実

施されるものであることを周知するため、往路、復

路の道路情報板による案内を行った。これにより、

道路利用者が繰り返し情報を目にすることで工事の

継続性を認識しやすくなり、工事期間や規制内容を

事前に把握することが可能となる。その結果、道路

利用者は経路変更や出発時間の調整、交通手段の変

更等の行動選択を行うことが可能となる。 

施工中においては、SNS を活用して渋滞状況や工

事進捗、規制スケジュール等の情報をリアルタイム

で発信した［発信回数 141 回(令和 7 年 4 月初旬～

令和 7 年 10 月初旬)］。また、交通混雑緩和のた

め、ファスナー合流の呼びかけ（図-3）や交通手段

の変更（時差出勤等）（図-4）を促す情報提供も適

宜、行った。 

 

図-3 ファスナー合流の呼びかけ 



 

図-4 交通手段の変更（時差出勤等）における広報 

 

6. 取り組みの成果 

本工事において実施した交通影響対策および広報

施策の結果、渋滞は平日朝の特定時間帯に限定的に

発生し、最大渋滞長は約 3.4km であった（図-5）。こ 

の結果は事前に実施した渋滞予測と概ね一致してお

り、交通影響に関する事前検討の妥当性が確認され

た。また、昼間および夜間、さらに休日においては

渋滞の発生は確認されず、交通への影響は時間的に

限定されたものであった。 

交通量の観点では、規制期間中、とりわけ朝の時

間帯に交通量の減少が見られた（図-6、図-7）。この

ことから、一部の交通が他路線へ転換、または利用

時間帯の変更が行われた可能性が示唆される。さら

に、行政相談件数は少数にとどまり、大きな混乱や

苦情の発生は確認されなかった。 

以上より、本工事においては事前の交通分析およ

び広報施策の実施により、約 4 ヶ月にわたる終日車

線規制においても交通影響を一定程度抑制しながら

工事を実施することができた。 

 

図-5 渋滞長の計測結果 

 

 

 

図-6 国道 19 号 5 分毎交通量(5～10 時) 

図-7 国道 19 号 朝ピーク時合計交通量(5～10 時) 

 



７. 考察・展望 

本工事の結果より、交通影響の事前把握および広

報施策は有効に機能したと考えられる。特に、交通

量推計および ETC2.0 プローブデータを用いた通過

交通分析により、朝の通勤時間帯に交通が集中する

特性を把握できたことが、適切な広報計画の策定や

利用者への情報提供につながったと評価できる。ま

た、このような交通特性を事前に把握した上で渋滞

発生を予測している点は、交通影響評価としても妥

当性が高いと考えられる。 

 広報については、事前周知と施工期間中の継続的

な情報発信を組み合わせた多層的な手法により、利

用者の行動変容が一定程度促されたと考えられる。   

交通量の減少傾向や問い合わせ件数の少なさは、

その効果を示す結果である。さらに、交通特性に基

づき影響範囲を設定した上で、横断幕、チラシ、広

報誌、SNS 等を組み合わせた情報発信を行っている

点は、単なる周知にとどまらず、利用者の行動変容

を意図した広報として有効に機能したものと評価で

きる。 

 一方で、通勤時間帯において渋滞が発生したこと

から、道路利用者に一定の負担を与えたことは否定

できず、社会的影響の観点からは課題が残る。特

に、渋滞が発生した期間が約 4 ヶ月と長期に及んだ

点が大きな課題である。この要因として、施工面に

おいてコンクリート舗装の施工機械が大型であり、

現場条件への適用が困難であったことが挙げられ

る。そのため、本工事では人力施工を採用せざるを

得なくなり、これが施工期間の長期化および終日規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制の長期化につながった。結果として、道路利用者 

満足度の低下を招く要因となっており、技術的課題

として改善が必要である。 

今後の対応として、まず計画面では、例えば 4 車

線道路において 2 車線を通行止めとして施工を行

い、残りの 2 車線を対面通行とすることで、大型施

工機械の導入を可能とし、施工期間の短縮を図る方

法が考えられる。ただし、この場合には現道交通へ

の影響を十分に検討するとともに、交通管理者との

調整が必要となる。 

 また施工面では、現道 1 車線内で施工可能な施工

方法の検討や、固練りコンクリートの改良による打

設能力の向上、さらにコスト比較で有利となる場合

にはプレキャスト部材の活用をすることで、施工の

効率化を図ることが可能である。これらの取り組み

により、施工期間の短縮による交通影響の低減が期

待される。 

以上のことから、本事例では事前の交通特性の把

握および広報施策の実施により一定の効果は認めら

れたものの、根本的な交通影響の低減には至ってい

ないことが明らかとなった。今後、現道における舗

装修繕においてコンクリート舗装を活用していくた 

めには、施工方法の工夫や施工効率の向上による施

工期間の短縮が不可欠であり、将来の維持管理費の

増大を見据えた継続的な取り組みが必要であると考

えられる。 

今後、コンクリート舗装修繕工事を実施する際の

参考となれば幸いである。 


